日本の三位一体の改革を振り返る by 平嶋 彰英 et al.




























































2004年 9 月14日から三位一体改革が一段落する2005年12月 1 日まで計14回開催された。
表 1　「三位一体の改革」の成果
（2004～2006）
国庫補助負担金改革 約　 4 . 7 兆円
税　源　移　譲 約　　 3 兆円
地方交付税改革
（地方交付税及び臨時財政対策債）





























2005年度 10,711 2 ,211
2006年度 1 ,682 1 ,682






































































































































































その2001年 5 月18日の平成13年第 8 回経済財政諮問会議の議題は，「議事要旨」によれば，
























































































策定するということでありますので，この 5月， 6月に，今，事務的に考えておりますのは 4
～ 5回集中的にこの会議を開催して審議を行う」こととされ，最後に「○国と地方の関係につ
いて」ということで，片山総務大臣と，塩川財務大臣が，それぞれ提出した資料に基づいて，


























































































































































本方針2003」（2003年 6 月27日閣議決定），さらには，地方分権改革推進会議の創設（2003年 7
月 3 日）の間に行われている。その前に，経済財政諮問会議において，片山虎之助総務大臣は
5月18日の経済財政諮問会議で，地方分権推進委員会の最終報告を先取りするような形で，改









































































































に伴う所要財源（2,344億円）については，その 2 分の 1 は地方特例交付金により，残りの 2




2003年 6 月 6 日には，地方分権改革推進会議から地方交付税の在り方等を含めた「三位一体
改革に関する意見」が提出された。その際も委員間で意見がまとまらず， 4名の委員が反対を







































































2002年 6 月 「基本方針2002」閣議決定
※ 三位一体改革推進を政府として初めて決定
12月 2003年度政府予算
※ 義務教育費国庫負担金（共済長期等）等の一般財源化（ 2 ,300億円）
2003年 6 月 「基本方針2003」閣議決定
※ 4 兆円の補助金改革を決定
12月 2004年度政府予算
児童保護費等負担金 等の一般財源化（ 2 ,400億円）
所得譲与税、税源移譲予定交付金の創設




2005年 6 月 「基本方針2005」閣議決定
7 月 地方の改革案（ 2）を政府に提出
11月 三位一体の改革に関する政府・与党合意
2006年 3 月 税源移譲に関する地方税法等改正案等関係法律案の成立
国庫補助負担金の見直しに関する関係法律案の成立
















































































































































































































































































いたかは，前述のとおりで2001年 5 月18日の平成13年第 8回経済財政諮問会議の議論を振り返
っても必ずしも明らかではない。前述のとおり，小泉内閣総理大臣（当時）は，就任後初の所





















に議論を開始した最初の経済財政諮問会議は，2001年 5 月18日の平成13年第 8回であるが，第
8回以降38)，第 9回会議（2001年 5 月31日），第10回会議（2001年 6 月11日），第11回会議（2001
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